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広域農協における“出向く営農指導体制"構築の意義

一きたみらい農協を事例として一

河田大輔・小林国之

The new system of agricu1tural advisory service for Large-Scale ]A' s 
-With a reference of the case study of]A KITAMlRAI脚

Daisuke KAWATAand Kuniyuki KOBAYASHI 

Surnrnary 

ηlis study aimed to evaluate the new system of agricultura1 advisory services of the Japanese Agricultu-

ral Co-operatives 0A)， especially Large-scale JA in Hokkaido. Under curr巴nteconomics circumstances， some 

JAs have decided to achieve economic merit by large-sca1e merging. However， seeking this merit of scale can 

often go in the opposite direction in building good relationships with members. We explored JA担TAMlRAI

which employs a new system of agricultural advisory services to achieve both the merit of scale and fostering 

good relations with its members. The nεw system is characterized by a unique organization which encour-

ages staff of the JA to visit memberユsfarm to give advices directly. 

Wεfound出atthe new system of advisorγservices have the possibility to achieve economic merit of 

scale and foster a good relation with members as long as JA establishes a new system of business manage-

ment and education of the sta笠ofJA.

しはじめに

本稿は，北海道の大型合併農協が吏なる合併効

果の発揮のために実施している，合理化によるセ

ンター機能強化や[出向く営農指導体制jの意義

について，きたみらい農協における取り組みを事

例としながら明らかにする.

農協合併が進んでいなかった北海道においても，

近年では複数市町村にまたがるような広域合併農

協が出現している.北海道の広域合併農協におい

ては，府県とは異なり f小さな本所，大きな支所J
体制による産地形成型の農協合併が一つの理論的

モデルとして捻示されてきた(註1).

しかし近年では，小さな本所としてスタートし

た農協であっても，経済環境の悪化に伴ってさら

なる経営の合理化が求められるようになっている.

北海道の広域農協においては，産地形成型の合併

メリットと，事業の効率化という荷菌の課題に答

えなければならなくなっているのである.

そうした課題に対して，一つの方向として全農
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から提示されているのが「出向く営農指導体制」

である.しかし府県とは異なる農業基盤を持つ北

海道の広域合併農協においては，こうした「出向

く営農指導体制」をそのまま採用することはでき

ないと考えられる.

本稿では，道内でも有数の大規模広域合併農協

である北海道網走支庁管内のきたみらい農協にお

いて， 2009年6月より取り組まれている組織機構

再編を取り上げる.小さな本所，大きな支所とし

て!日農協の独自性を維持してきたきたみらい農協

が，本所集中というさらなる事業再編に取り組ま

ざるを得なかった背景を整理したよで，組織再編

の方向として議論の中から提起された「出向く営

農指導体制jに期待する機能と，その北海道とし

ての独自性について検討し，北海道の広域合併農

協における営農指導体制再編の課題と意義につい

て考察することを目的とする.
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2.広域合併農協における営農指導体制強化の方

向

1 )広域合併農協をめぐる近年の研究

近年の協同組合をめぐる研究動向は，林

[l4J，小林[4Jで整理されているが，その中で

法域合併農協の基本課題を整理したものに高田

がある.この中では農協合併効果とその発

慢の条件，課題について経済理論をベ…スに整理

されている.合併農協においては，事業規模が拡

大したことによる「規模の経済性jによるコスト

の低減が目指される.その一方で、協同組合特有の

「綴織力効果」といわれる f計酪・言語整の経済効

果J，I参闘の経済効果」は， I農協と組合員の結
びつきの強化J，I級合員級織の活性化Jが合併農
協において笑現できなければ低下するとされてい

る.

こうした合併農協の二つの経済効果を如何に実

現するのか.前掲小林[4Jで整理されているよう

に，近年の研究動向では， I農協の現段階的意義
とは何かという大命題について事業論的視点から

迫っていくことも必要ではないか.全国に広がる

普遍性を持ちうる取組事例を，丁寧に拾い上げて

研究していくことjが重姿な課態として指摘され

ている. (註2).そこで，本研究では前述の経済

効果の発滋を目指し組織改革に取り組んでいるき

たみらい農協を事例として実証研究をおこなう.

2 )北海道における「出向く営農指導体制jの

特殊性

以上のような合併農協の抱える「組織力効果j

の発揮という課題に対して，その具体的な方策と

して提起されているのが「出向く営農指導体制IjJ
である.

いち早く農協の広域合併が進んだ府県では，合

併によって拡大した組合員との距離を如何に縮め

るのか，という議論の中で，全震によって「出向

く営農指導体制」が一つの方向として提起されて

いる.都府県における出向く営農指導体制(註

3 )整備のねらいは，図lに整理したように，地

域農業の担い手を絞り込み，そこに戸別訪問と情

報収集を行うことで，要望を反映した個別提案に

より担い手取引を拡大する事である.農協をあま

り利用しない認定農業者，農業生産法人になどに
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出向くことで，農協利用を促進しようとするもの

である.表lには府県の「出向く営農指導体制j

を整備している農協の綾織規模を示しているが，

府県ではある特定の担い手をターゲットとした取

り総みとなっており，少数の職員がそのターゲッ

トに集中した業務を行うという体制となってい

る.

表1 府県における「出向く営農Jの事例
府 i京 山形県 栃木主主 福烏県

] A 名 ]A庄内たがわ ]Aはが聖子 ] Afjt主主みらい

正組合I!l戸数 戸 9.797 14，410 9.928 

役員数 名 31 42 42 

正毅員数 名 374 419 378 

準機員数 名 101 114 192 

販売取扱高 i窓円 181 231 109 

勝!'I供給高 慾|司 98 61 73 

出向く営ff<職員名 3 12 44 

出向く対象組合員 専業農家 園芸部会員 図芸部会奥

387戸 大製米麦良家

会差是登録1llぃ手

1.937戸

資料)各農協資料より作成

一方，北海道では組合員のほとんどが専業農業

者であり，規模，経営形態からみても多様性があ

る.合併農協においては，小さな本所・大きな支

所体制lの維持が経営的に厳しさを増す中で，組合

員との接点の確保，結集力の確保をいかなる体制

で進めるのか，ということが重要な課題となって

いる.I出向く営農指導体制jをその解決方向と

して捉えた場合，総合員の一部を対象とした体制

ではなく，組合員会殺を範盟主とした体制整備が必

要となり，そこでの機能，役割についても独自な

ものが想定される.
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3 )広域合併農協における営農体制強化の方向

北海道における広域合併農協においては，それ

までのi臼農協が形成してきた産地は，合併後もそ

のまま維持され，合併前の農協(支所)の範囲が

合併後も産地単位として位置づけられている場合

が多い.

広域合併農協の組織は，経営規模，作物の体系

の違いなどから一様ではないが，それぞれの!日農

協が支所として位震づけられ，新たに企磁や調整

を行う機能として本所を設霞する形態をとるのが

一般的である.これは，それぞ、れ培ってきた地域

伎を尊重し，地域の枠組みを残す事で組合員への

混乱を最小限に留め，事業としてのスケールメリ

ットや，専門性を図るための合併効果を発揮する

ものであるが，最初の合併特点での支所機能のあ

り方が，その後の本支所機能の分担を暖味にして

いる事も否めない.

関2は広域合併農協による営農指導事業強化の

スタンスを整理したものである.横軸にある様に

機構自体の大憾な変更はせず人件費，管理費の削

減によって事業を強化するといういわゆる「負の

リストラクチヤリング」という方向と，機構自体

にも大幅な変更を加え，事業の効率化による余剰

人員を営農指導事業に再配分するという積極的な

リストラクチャリングによって強化を図るという

方向が考えられる(註4). 

0組合長へ来てもら
うf本側
(営農センターの

設設など)

0既存の綴織機 10経営資源の再
存主を維持した| 配分による強

強fと|化
(管理部門の統 1 (余剰人員の営
合・人件費削| 笈指導への再
滅・支所機能| 配分、専門職

の維持など) 1 員の配設など)

図2 合併農協における営農指導事業強化に向け
たスタンス

また，縦軸の様に営農指導事業自体の方法とし

て，本所等に営農センターなどの高度な機能を図

的とした部署を設置して組合員に農協へ来てもら

うものと， r出向く営農指導体制jのように組合
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員へ出向くことで「組合員との結びつきjの強化

を行うという方向がある.組合員へ来てもらうと

いう方向は，組合員との結びつきの強さが成立条

件となる.合併農協によって「組織力が低下jす

れば，組合員の農協利用も低下すると考えられ，

そのことがさらに「組織力低下jに結びっくとい

う負の連鎖が考えられる.

一方で出向く体制は，経営の合理化が前提とな

る合併農協において，出向くための営農指導員の

配置，人材の育成といったコストがかかる.しか

し，出向くことによって[組織力jの強化に結び

つき，それが農協事業への利用へとつながれば，

そこでさらなる体制の強化という正の連鎖が生じ

る可能性もある.

それぞれの方向性については農協がおかれてい

る条件によって異なると考えられるが，一般的に

前掲図2の右上の方向は，既存の組織機構を大き

く変更するという意味でコストがかかると考えら

れる.既存の組織機構を大きく変更し，広域な農

協の範囲を出向く体制によってカバーしなければ

ならないからである.

以下では，右上の方向を目指して機構改革を実

施しているきたみらい農協の取り組みを事例に

機構改革の背景と筏的，その成果と課題について

整理を行う.

3. きたみらい農協における組織再編以前の営農

指導体制

1)組織の合理化と大きな支所による合併メリ

ットの発揮

きたみらい農協は，北海道の東部，網走管内の

ほぼ中央部に位置し，焔作・罰芸・酪農・水田

等，多岐にわたる農資産物を生産している.2003 

年2月に混根湯・留辺薬・置戸・訓子府・棺内・

上常呂・北見・端野が合併して設立され，図3に

見るように販売額では道内トップの農協である.

表2をみると販売取扱高は玉ねぎ165億円，生乳

67億円，馬鈴しょ48億円，てん菜251:意円となって

おり，総額では366億円に上る.購買供給高の177

億円も道内でトップである.

合併当初の農協は，管理部門，金融・共済部門

の統合による「規模の経済性jの発揮と，営農・

販売事業においては支所重視による「組織力効
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ートっ
きたみらい農協

正初1鵬，側

L単ル長富F菅語込0町醐旭町醐蹄 ~ 
15，∞0，∞01 今

φ 4争

10，脚，0∞

令

。γ5001∞o 15∞2000 25∞3000 3500ω∞ 
正総合員戸数

歯3 北海道における農協の規模ときたみらい農
協のイ立霊

資料)北海道協同組合通信社「北海道農協年鐙平成21年版J
より作成.

表2 JAきたみらいの事業概要
(単位:億円)

口口口 日
販売

口口狩 日
E葬 買

取扱高 供給言語

71< 7 生産資材 111 

麦 類 12 燃料 39 

丘 類 7 I ~号機自動車 26 

百官 3長 25 整倣 1 

他農産物 l 合計 177 

:tねぎ 165 

馬主脅しょ 48 貯金残高 912 

他青果物 14 

E主 手し 67 貸出金残高 143 

個体{也 20 

三仁込3 言十 366 共済保有高 2，717 

資料)農協業務報告審資料より作成.

註1)販売取扱高には，水間畑作綬営所得安定対策，主主字L
補給金は除く.

の維持という戦略を採用した.

直接組合員に接さない経営管理部門は本所に統

合し，事業管理費を 1ヶ所に集約することにより

削減した.また，金融・共済部門についても， J 

Aパンクシステムや共済システムなど，事務シス

テムが統一されているため，事業の効率化によ

り，専門性の向上や資金運用力の強化を実現して

きた.賦課金は参加農協の中間値に設定し，手数

料率は低いところにあわせた.

一方営農販売事業については支所機能を重撹し

た.農協管内では合併以前から北見広域連として

共同販売体制を構築してきたため，支所体制のま

までも効薬的な事業運営がある程度は実現されて

いたためである.合併後には本所・支所にも営農
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専門職員を配置し，営農技術指導及び経営相談な

どは支所で対応、し，農協全体としての課題，新た

な課題については本所で対応する体制を採用し

た.支所部会組織を基盤とした生産者の主体性を

重視した販売事業の体制を展開した.支所を中心

に作目ごとの部会組織が維持され，各生産者と農

協との結びつきを維持してきたのである.

函4のように後述する機構改革前 (2009年以

前)の組織機構は，大きな支所・小さな本所を採

用しており，そこでの本所機能は農協事業全体の

企爾調整であった.

一方支所の機能は，総合員対応の窓口，事業の

具体的実施を担う機能，行政や地域の各種団体と

の連携であった.支所には基本的に，金融共済

課，営農販売課，生産資材課の3諜が設置された

(註5). 

しかし，各支所で機能に違いが見られたのも事

実であった.業務内容が異なる場合があり，販売

物の精算方法は統一されていたが，精算書やコン

テナの荷札といったような具体的な様式の統ーま

でにはいたっていなかった.また 1組合員戸数

図4 2009年の機構改革以前の業務機構国

資料)農協資料より作成.
註1)街路化のため、一部組織機構を省略している
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当たりの支所職員数にも格差が見られたため，組

合員への対応にも違いがみられていた.

2 )さらなる組織統合の背景

以上のように，農協合併後には，支所毎の独自

性を重視しながらも，管理部門の合理化などによ

って合併メリットを実現してきたが，農協を取り

巻く環境は変化した.

図5，圏6にみるように， ] Aの経営環境は年々

厳しさを増していた.信用事業における利鞘の減

少，貸出金の減少，共済事業における保有高の減

少による付加収入の減少，販売事業における経営

所得安定対策の実施による取扱高の減少などがそ

の要因であった.

農協としては事業総利益が減少する中で退職人

(否万円)
8，000 

7，∞0 

6，000 

5，000 

4，000 

3，000 

2，000 

1，000 

020032C D4200520062007 

。剰余金 口その他費用

園事業管理費 悶事業費用

図5 ]Aきたみらいにおける事業利益の推移
資料)農協業務報告審資料より作成

(否万内)
45，000 

40，000 

35，0∞ 
30，∞o 

2003 2∞4 2005 2006 2∞7 
ロ青果 圏幾度 医警官富康

図6 ]Aきたみらいにおける販売取扱高の推移
資料)農協業務報告審資料より作成.
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員に対し採用人員を抑えることで，人件費を中心

に事業管理費の抑制を図ってきた.しかし，今後

の施設投資や限られた人員では職員教育の機会が

減少する等，依然厳しい経営環境が予測された.

また，集出荷施設や選果場の更新・集約にも取り

緩まざるを得ない状況となっていた.営農・販売

部門についても，従来から f北見広域連」として

産地形成を行ってきたが， Iきたみらい農協」とし

ての産地づくりに対する要望も高まっていった.

4.新たな綴織再編のねらいと出向く営農指導体

制の意義

1 )プロジェクトチームによる組織再議方向の

検討

以上のような状況を踏まえ，きたみらい農協は

組織再編に向けたプロジ、エクトを2007年に立ちょ

げた.将来あるべき姿を描くために，部門に捉わ

れない30~40才代前半の職員が組織された.

課題設定にあたり，合併後の事業運営構造上の

課題，業務オペレーションの課題，職員の能力開

発人材活用の課題を整理し，それぞれ①組織再

編，②現場力強化，③ブランド育成，という三つ

のプロジ、エクトチームを編成して議論を行った(註

6) . 

そこでの議論の結果，組織再編プロジェクトか

ら，営農指導体制のあり方について f高いレベル

の技術指導・経営指導を，組合員から相談された

後や事務所に来た時に対応するのではなく，組合

員の閤場を熟知し，現場に近いところで情報の発

信を積極的に行い，迅速な対応により，総合員満

足度を高めることが重要」という提言がなされた.

また，営農指導事業以外においては， I効果的

な事業運営体制を構築することで，組織体制にお

ける重層構造の解消により，専門性のある迅速的

な対応が図られ，余剰人員を営農指導事業に再配

分することが可能Jであるとされた.
このように各プロジェクトチームでの議論を踏

まえて，これからの目指すべき方向として，合併

後速くなったといわれる組合員と農協との距離感

を解消するために， I出向く営農指導体制」が提

起されたのである.
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2 )組合員アンケート調査からみる組織再編の

課題

一方で‘組合員は農協に何を求めていたので、あろ

うか.第3次農業振興方策並びに中期経営計画を

策定していく過程で，組合員の意向アンケートを

実施した(表3).その結果から組織再編に対す

る組合員の要望について整理したものが表4，表

5である.表4にみるように，経営主を対象とし

たアンケートでは営農指導に期待するものとして，

個別経営相談と個別技術相談がトップとなり，つ

いで土地基盤， FAXによる技術情報，安定供給

体制と，営農技術・絞営相談・土地基盤整備が大

きく占めている.表5は，青果物の振興に必婆な

ものの結果を示しているが，販売価格の向上がト

ップであり，続いて品費・収量の向上である.こ

の2つで5部以上を占めており，農業所得向上の

ため品質や収量を向上する意欲が伺えるが，それ

は同時に近年の生産資材の高騰や費用の削減に限

界を感じるなかで，販売価格の安定向上への期待

が高まっていることの裏返しともいえよう.

3 )経営資源の再配分による農協組織再編の取

翻

以上のような組合員の営農指導に対するニーズ，

およびプロジ、エクトチ…ムによる検討を踏まえて，

農協は2009年6月に大規模な組織再編に取り組ん

だ.組織再編のねらいは，本所集中による経営の

効率化と河特に，組合員との距離も絡めるための

経営資源の再配分による「出向く営農指導体制j

の整備である.

図7は改革後の機構図を示している.支所が廃

表3 総合員意向アンケートの回収状況

組合員 青年部
支所区分

戸数 回収 ー出す一一 戸数 回収

温根湯 83 82 98.8 38 35 

留i耳芸語 43 43 100.0 17 17 

霞戸 126 126 100.0 40 40 

訓子府 336 336 100.0 99 71 

相内 124 124 100.0 23 22 

上常呂 141 141 100.0 30 28 

花見 256 256 100.0 50 40 

端野 235 224 95.3 48 43 

言十 1，344 1，332 99.1 345 296 

資料)J Aきたみらい内部資料より作成.
設1)アンケートは2008年6月に実施された.

r一京十占

92.1 

100.0 

100.0 

71.7 

95.7 

93.3 

80.0 

89.6 

85.8 
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表4 営農指導に必要なもの

回答項目 回答数

tf! 
後継者育成 316 

Uミ 新規参入 125 

手 認定農業者 95 
の 農業法人 92 

成円 コントラ組織 141 
他 8 

き重土 基盤整備事粂(踏渠，客土等) 378 

韓首基盤地
土づくり(有機質，土生nl'D 372 
農地流動化対策 271 
f也 6 

キ談目ま折営農支f 

定期FAX情報 359 
品目別現地集団指導 328 
{溺別技術相談 419 
f也 4 

相経 経営情報 298 
個別経営相談 428 

談営 イ出 7 

推進環境備援

減犯滅差是言語推進 301 
農業廃棄物処滋 326 
畜産環境綾綴 122 
{也 3 

振作 安全・安心確保 299 
安定供給体制推進 362 

奥物 他 6 

その{也 55 

資料)表3の意向言埼玉量結果による.
註1)回答は経営主によるもののみ集計した数億である.

表5 青果物の振興に必要なもの

問答墳 ir I 回答数
品質・収量向上対策 431 
技術相談員の設置 122 
販売価格の安定肉上 759 
産地ブランドの強化 239 
祭出荷体制の強化 49 
関連施設の再編及び条約 35 
土づくり・章者作の確立 159 
クリーン農業の推進 48 
共選体制の充実 36 
労働力の支援体制 126 
生産者総織(部会)体制の強化 30 
その他 25 

資半年)表3の主主向調査結果による.
設1)回答は経営主によるもののみを集計した数値である.

単位:戸、%

女性・フレミズ 会 4本

戸数 四月又 認ザすz“z 戸数 回収 -設TEdZ 

68 55 80.9 189 172 91.0 

35 35 100.0 95 95 100.0 

62 62 100.0 228 228 100.0 

189 189 100.0 624 596 95.5 

39 39 100.0 186 185 99.5 

78 78 100.0 249 247 99.2 

101 101 100.0 407 397 97.5 

69 69 100.0 352 336 95.5 

641 628 98.0 2，330 2，256 96.8 
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営農センター機能 管理センター機能

営農振興部

|金蘭振興グループ

!担い手育成グループ

|技術院発グループ

販売企画

組合員ふれあい室 総務企画部

総務グルー

金磁人事グル

金融共済部

購 質 部

図 7 2009年の機構改革後における組織機構図
資料)農協資料より作成.
註1)餓略化のため、機構のー音11を省略している.
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止され，組合員ふれあい室，担い手育成グループ，

札織振興グループが新設されセンター直轄の指揮

命令系統が整備された.

これにより，職員が1地監事務所で仕事するの

ではなく，複数の地区事務所やセンターを行き来

することで，これまで支所間にあった自に見えな

い境界線を業務でまたごうとするものである.

また，表6に見るように営農部門へ大幅に人員

を配蓋し，そうした課題に答える体制を整儀して

いる.

表6 機構改革新I後における部署別職員数の変化
改革前 改革後 増減

正織 控室磯 合計 正革主 当主戦 合計 正革主 主寝耳弘 合計

営農 59 14 73 87 7 94 28 ム7 21 
販売 87 19 106 73 24 97 ム14 51 e> 9 
得nヨ 53 48 101 54 51 105 1 3 4 
金高生 57 26 83 53 25 78 ム4ムlム5
総務 25 2 27 14 2 16 ム11 。ム11
監査 2 。 2 2 2 。。。
ぷ口〉、 雪ロキ1 283 109 392 283 109 392 。。。
資料)農協内部資料より作成.

(1) 出向く営農指導員と本所センターによる

機能分担

営農指導体制については，これまで分散させて

いた職員を本所に集中させることで業務の効率化

と人材育成を行うための体制に再編している.組

織機構上は，営農に関する「営農振興部j，r叛売
企画部j，r購買部j，r組合員ふれあい室Jを本所
に集中させて「営農センター機能」として，効率

化，専門化することになっている.それとともに

「紐合員ふれあい室」のもとにある「ふれあい相

談グループJが!日支所である地託事務所から担当
地症の組合員に出向き，個別経営毎の総合的な営

農指導・相談機能を発揮するという体制である.

営農指導の内容とそれぞれの地区事務所，営農

センターとの関係について愛理をしたものが表7

である.支所については，事務所が無くなったの

ではなく，支所としての機能を廃止し，センター

直轄の指揮命令系統としつつ，これまでの支所の

事務所を地底事務所と位量づけ，それぞれ事業や

規模に応じ通年若しくは期間でセンター事務所か

ら地区事務所へ常駐する形をとっている.

出向く営農は，組合員ふれあい室が実施してい

る.総合員 1戸に職員 1人当たり l週間に l回訪

問する事を前提にとした場合， 40人の職員が必要

50 

表7 営農指導体制の機能分担

地区事務所 センター

寸 口

司=一
資科) J Aきたみらい f綴3次地域農薬援終方策強ぴに中期経営計額jより作成

となる.耕種農家に対しては 1グループ当り，

マネージャー l名と出向く営農担当4名，後方支

援 1名による 6名で構成し，約130戸の組合員を

担当し，全体では8グループある.苦言産・酪農対

しては，マネージャー 1名と出向く営農担当8名，

後方支援2名で構成し，全域の約220戸を担当し

ている. 1グループの活動範囲は旧支所にこだわ

らないエリアとなっている.

現在，このチームには，経営相談や技術相談が

ある程度できる職員と育成段階の職員，そして組

合員からの要望をうけて地域の実情を理解してい

る職員を組み合わせて編成している.

上述した組織再編は，府県にみられる「出向く

営農指導体制」による組合員利用率の向上を包指

したものではなく，広域農協が吏なる合併効果を

発揮するため，事業の効率化とともに組合員をさま

軸にした経営相談・営農技術指導体制の高位平準

化を目指した取組である.

(2) 販売筆業に関する指揮系統の効率化

機構改革と産地形成との関係を奴売事業部門の

機構からみてみよう.機構改革前までは，地域性

を重視して，部会，施設，独自な品目の販売につ

いても支所単位で、業務を行っていた.しかし，組

合員アンケートでもっとも期待されていた「販売

の強化」を実現するために，生産物が農協の倉庫

に入ってからユーザーに届くまでの一連の販売業

務を担うことを目的に，本所の f叛売企蘭部」の

もとに品百別のグループを設置した.

一方，ユーザーからのニーズを組合員に繋げ，

生産物を農協に集荷するまでの業務(部会事務局

など)については， r組織振興グループ」として
管内を三つのエリアに分けて担当するグルーフ。を

地区事務所(1日支所)に設置した.

こうした機構改革は，これまで支所を通して形

成された産地をなくすということではなく，組合

員は部会を通じて支所長を経由せずに直接販売部
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主な業務内容

支所部会事務局

集荷・保管・選泉・出荷

支所独自品自販売

全体部会事務局
レギ、ユラ一品販売

機構

機

構

改

革

前

全体部会事務局
保管・選泉・出荷

全品目絞売

地区部会事務局
集荷
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後
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そうした部会の他にも，青年部・女性部・フレ

ミズといった生産者組織でも地区毎に事務局体制

がことなるために活動が制限されることもあり，

今後の取り込むべき課題として提起されている.

農協としては事業の効率化と協同活動(部会組織

等)の拠点の活性化という視点から，事務局にお

ける重複業務の廃止や，さらにはi日支所範囲の統

合による活動範留の拡大などの方向性を示してい

る.

しかし，特に特別栽培部会などの fこだわり部

会jは事務局との関りが大きいため，当該地誌を

担当するグループには他のグル…プより職員を多

く配置しているという実態があり，組織の合理化

を図るのみでは，これまでの地域独自の活動を制

限してしまう危険性がある.

農協としては，当面は早急に地域が1つになる

のではなく，組合員の協議と合意を図りながら，

生産者組織の適正規模や事務局体制を援備してい

く方針を示している.

業務機構前後における販売部門の業務フロー

門に接続することか出来る様にすることで，販売

と生産をより密接に連携することを目的としたも

のである(関 8).これまで産地として形成して

きた支所という地域性を維持しつつ，本所による

統一的な販売戦略のもとで，一般品とこだわり品

を結合させたセット販売や，各支所が確立してき

た販売チャネルを活用しようとしている.

題8

5.新しい営農指導体制と宿支所需の影響・評価

以上のような機構改革の中で，特に「出向く営
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(3) 部会体制

表8より玉ねぎ振興会を事例として，産地作り

としての部会の体制をみてみよう.それぞ、れ支所

単位において会員数は異なっているが，活動内容

としては，品目別講習会や祝祭研修等にかたよっ

た内容となっている.地区毎に事務局を配置して

いるので，職員一人あたりの会員数が大きく異な

っており，効率化や組合員サービスの公平イとから

見て課題が残る.

また，玉葱振興会の下部組織として. Iこだわ

り部会」をもっている地底もある.表9では，言11

子府を事例として示しているが，旧支所の部会が

直接ユーザ…と繋がっているため，部会はそのま

まの形で維持されている(註7).
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表8 JAきたみらいにおける玉ねぎ振興会組織

名 称 J A きたみらい玉忽振奥会

事務局 販売企画部玉ねぎグル}プ

地 区 温綴滋i留辺祭i相 内 怪 戸|司11 子府i上常呂 j七 見i端 野

会員数 30 20 37 21 146 65 103 126 

事務局 G 絞組織交振企興画il!i 部G 組絞織売振企奥蔵I蒋部G 販組織売振企興E策車 部G 

担当者 l名 l名 l名 1名 l名 l名 l名 1名

資料)農協内部資料よ乃作成.

表9 訓子府地E互における玉ねぎ振興会組織

一一一一一一r
J A きたみらい司11 子府地区玉葱振興会
絞予言企画部組織振爽南グループ(扱当者 l名)

f 背がえりの会I1 Y グループ|有機栽培の会
22 25 5 

化成6割減 1;有機J1i肥.'1'410割，
農薬5刻減 |無農薬

生i高等 コープこうべ

取引先

イズミヤ，

マルモ盛岡等

イトーヨーカドー

「産自が見える聖子菜J
コープ。さっt;rろ，
ワタミファーム

等

資料)農協内部資料より作成

農指導体制jは合併農協において「組織力効果」

を維持，発揮していくための核として位霞づけら

れている.以下では， r出向く体制Jによる組織力
の発揮のねらいを整理したよで，取り組み開始間

もない段階ではあるが，機構改革後1ヶ月の時点

で実施された農協の「地区懇談会jで寄せられた

意見をもとにして，その影響・評価について整理

を行う.

1 )現場カ強化と絡会員との紳の再構築

機構改革の包的は単なる経営の合理化ではなく，

支所開の重複業務，非効率的な業務体系の見直

信用・共済・購買事業及び経営管理部門の効率化

によって，出向く営農指導体制の整備に必要とさ

れる人材を確保するためのものでもあった.

それと同時に f出向く職員jの資質を高めるこ

とで営農技術指導全体の高位平準化を目指してい

る.職員が複数の地区事務所やセンターで業務を

行うことを通じて!日支所単位にあった見えない境

界線を乗り越え，最終的には総合員，職員共に!日

支所ではなく fきたみらい全域Jが農協の範閣で
あるという意識を生み出そうというねらいである.

組合員にとっては，営農担当の職員が地域に配置

されつつ出向き，個別の経営・技術相談にも対応

することを通じて，農協との距離を縮小し，組織

カ効果の発揮を果たすことを目的としている.

特に，営農技術指導についてみると，玉ねぎ，

烏鈴しょ，小麦，てん菜などの基幹作物は主とし

て生産部会を混じた集団指導により対応し，一方

で振興作物や特別栽培作物などについては，個別

指導により対応しようとしている. r出向く営農
指導体市IjJで，組合員の要求の多様化・高度化へ
対応することで，現場力を強化し，組合員と農協

の終の再構築を図ろうとするものである.

2) r組合員地区懇談会jにおける組合員の評
価

農協は，機構改革1ヶ月後の時点で開催された

「総合員地IK別懇談会Jにおいて，組織改革に対
する意見を総合員より収集した.そこでの意見は

以下の3点に分類できる.

第 lに組織体制についてである.経営相談と営

農技術相談部署がlつになったことで，専門性が

低くなる不安があげられた一方で、，販売担当経験

と生産資材経験がある職員が出向いたことで多様

な角度からの情報提供が得られたという意見もみ

られた.

また従来の機構では，組合員は多岐の農協事業

にわたる内容については，支所長に相談していた.

支所長は総合員の相談窓口として機能し，その内
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容は各支所謀長にブレークダウンされるという利

便性の高い組織体制となっていた.しかし機構改

革後はその役職が不在となったことから，組合員

にとっては，担当職員 l人l人に相談しなければ

ならないと感じ，素早い課題解決への不安という

意見が多く見られた.組織的には「棺談グループ」

が窓口となることが目指されているが，この時点

ではそうした機能分担は十分機能していなかった.

第2に行政芭との関係があげられた.現在，き

たみらい地域の行政区は 1市2町となっている

が，従来，置戸町，訓子府町，端野町に各1農協，

留辺薬町に2農協，北見市に3農協の 1市4町

8農協であった.特に， I日農協単位では，規模や

事業内容が異なっていた.しかし， I日北見市に隣

接している農協は，地域住が薄れていく傾向にあ

る.これは北見市の行政合併により，経済圏や職

員の居住が北見市に移っていることによる影響も

ある.

第3に事業の課題として，販売力強化に傾注し

て欲しいという意見や購賀事業における低価格の

実現に向けて資材庖舗の統廃合を求める意見も出

されている.

一方，地医事務所を拠点としている営農指導事

業，販売事業，購買事業の各マネージャーの意見

は，販売業務事務処理(様式含む)の統一，セン

ター機能と地区事務所単位での連携調整，営農技

術指導を担うふれあい相談グループと組織振興グ

ループの業務を再整理する必要性，地区事務所内

でのグループを跨ぐ業務の連携が光分でないこと

があげられた.

また，現在の8地区事務所を存続させるのでは

なく，ある程度地区をまとめた地底事務所機能と

するのか，センタ-1本とするのか等，規模等を

勘案しながら協議を進めるべきとの意見も出され

ている.

6.おわりに

きたみらい農協は，合併後6年を経て，大幅な

組織機構改革に取り組んでいる.きたみらい農協

では農協利用率も高く， I農協離れjといわれる

事態が進展している事例でもない.そうした農協

においても，農協経営は厳しさを増しており，合

併農協による規模の経済性の発揮と共に，さらな
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る「組織力効果の発揮」が必要となっている.

そうした「組織力効果」を発揮するために，単

なる人員削減という負のリストラクチャリングで

はなく，人員の再配分による事業の高度化，効率

化というリストラクチャリングに取り組んでいる

のである.

北海道の合併農協における「出向く営農指導体

制Jの自的は，図9のように整理できょう.農協
合併によって，経営の合理化，スケールメリット

を発揮し，そこで確保された人員，資源を地域や

個別に応じた技術・経営棺談を行う「出向く営農

指導体制」に配置する.専門的，高度な指導内容

については，本所に設寵されたセンターによって

対応するが， Ilfl向く営農指導体制」の目的は，
組合員の個別に対応、した総合的な営農指導が求め

られることになる.それを拐当する職員には，経

営・技:祢fにわたる幅広い知識，コミュニケーショ

ン能力が求められる.I出向く営農指導体制Jは，
そうした職員とともに営農センタ一機能等による

専門的な営農体制によるサポートが同時に必要に

なる.

函9 北海道における出向く営農の目的と特質
資料)会問幾業協同組合中央会資料よりさをまぎが作成

きたみらい農協では，営農センタ一機昔話推進会

議(構成:専務・参事・組合員ふれあい室長・営

農振興部長・販売企画部長・購買部長)を立ち上

げ，組織的課題の取り組み体制強化に向けた協議

を潟始した.綾織改革の取り組み初年度というこ

ともあり，その成果については今後の経過，分析

をf寺たなければならない.

しかし，北海道の農協において「出向く営農指

導体制」に取り総む際の課題については以下のよ

うに指摘できょう. I出向く営農指導体制」の主主

それと問時に合理化による組合員負担減や
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スケールメリットを活かした有利奴売による所得

組織及び人材育成を通じて，新たな職場風

土の構築といった総合的な経営戦略のもとで初め

てその効果が発揮されることになろう.その成否

を規定する婆図として正組合員の個別に応じた高

度な営農技術指導と経営相談を担える職員の育成

が重要で、あろう.

[註1
5主1)北海道における広域合併農協研究の端緒は小野
他[2]であり，そのなかでとうや淑農協を事例

として川、さな本所，大きな支所Jという考え方
が提起された.

設2)近年念、速に進んだ北海道における広域合併農協

の実態については「ニューカントリーJ(北海道
協間総合通信社)において f合併:農協の挑戦jと

いうタイトルで迷載された.

設3)全幾が rTACJとして提案している出向く営

農の目的は，農家数の減少，高齢化が進む一方で，

経営競模を拡大する農家層は策実に増加する傾向

にある中で，既存の農家層に対する個別事業対応

を確立することである.そのために地域ごとの専

業大口農家・農業生産法人等の農家騒に出向く部

署を設置し， J A営農経済卒業の強化をE怒ること
である.

註 4)r負のリストラクチャリングjという用語につ
いてはE諸国[llJpp. 218を参照のこと.

註 5)訓子府支所と置戸支所については，酪農家戸数

を考慮:し資産課を設君主した.

詮6)プロジ、エクトチームおよび経営戦略策定の手法

については河田他[3]で整理した.

設7)きたみらい農協における fこだわり部会Jの意
義と展開方向については坂爪他[ll]で詳しく報

告されている.
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